
【認識の共有化】 
 平成23（2011）年3月11日に起きた東日本大震災に伴う東京電力福島原子力発電所事故は世
界の歴史に残る大事故である。そして、この報告が提出される平成24（2012）年6月においても、
依然として事故は収束しておらず被害も継続している。 
 破損した原子炉の現状は詳しくは判明しておらず、今後の地震、台風などの自然災害に果たし

て耐えられるのか分からない。今後の環境汚染をどこまで防止できるのかも明確ではない。廃
炉までの道のりも長く予測できない。一方、被害を受けた住民の生活基盤の回復は進まず、健
康被害への不安も解消されていない。 
  
  当委員会は、「事故は継続しており、被災後の福島第一原子力発電所（以下「福島第一原発」

という）の建物と設備の脆弱性及び被害を受けた住民への対応は急務である」と認識する。また
「この事故報告が提出されることで、事故が過去のものとされてしまうこと」に強い危惧を覚える。
日本全体、そして世界に大きな影響を与え、今なお続いているこの事故は、今後も独立した第
三者によって継続して厳しく監視、検証されるべきである（提言7に対応）。  

【提言7：独立調査委員会の活用】 

 未解明部分の事故原因の究明、事故の収束に向けたプロセス、被害の拡大防止、本報告で
今回は扱わなかった廃炉の道筋や、使用済み核燃料問題等、国民生活に重大な影響のある
テーマについて調査審議するために、国会に、原子力事業者及び行政機関から独立した、民間
中心の専門家からなる第三者機関として（原子力臨時調査委員会〈仮称〉）を設置する。また国
会がこのような独立した調査委員会を課題別に立ち上げられる仕組みとし、これまでの発想に
拘泥せず、引き続き調査、検討を行う。 

被害の全容を明らかにするためには・・ 
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国連人権理事会 特別報告者のプレス・ステートメント 12-058-J 20121126 
達成可能な最高水準の心身の健康を享受する権利に関する国連人権理事会特別報告者  
アナンド・グローバー（訪日期間：2012 年11 月15 日～26 日） 

 原子力規制委員会の委員長や委員は、独立性を保つだけでなく、独立性を保っていると見られる
ことも重要です。 

 日本政府に対して、こうした手順を出来るだけ早急に導入することを要請いたします。それにより、
精査プロセスの独立性に関する信頼性を構築しやすくなるでしょう。 
 

 今回被害にあわれた人々は、意思決定プロセス、さらには実行、モニタリング、説明責任プロセス
にも参加する必要があるということです。 

 こうした参加を通じて、決定事項が全体に伝わるだけではなく、被害にあった地域の政府に対す
る信頼強化にもつながるのです。 

 これは、効率的に災害からの復興を成し遂げるためにも必要であると思われます。 

 日本政府に対して、被害に合われた人々、特に社会的弱者を、すべての意思決定プロセスに十
分に参加してもらうよう要請いたします。 

 こうしたプロセスには、健康管理調査の策定、避難所の設計、汚染除去の実施等に関する参加な
どが挙げられるでしょう。 

 
 
 

http://unic.or.jp/unic/press_release/2869/ 

被害にあわれた人々が意思決定プロセスに参加することが重要 

国会事故調提言3：被災住民に対する政府の対応  
 3）政府は、除染場所の選別基準と作業スケジュールを示し、住民が帰宅あるいは 
         移転、補償を自分で判断し選択できるように、必要な政策を実施する。 

http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/3856371/naiic.go.jp/blog/reports/main-report/conclusionsandrecommendations/ 
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忘れることは許されない視座と緊張感 

今日が2011年1月30日だったら？ 
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